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政務調査費返還金に係る利息相当額の徴収を怠る事実に関する住民監査請求

について，地方自治法（以下「法」という。）第２４２条第４項の規定により監

査したので，その結果を同項の規定により次のとおり公表します。  

なお，波多等監査委員および森谷忠造監査委員は，法第１９９条の２の規定

により除斥されています。 

平成２３年１０月３１日 

高松市監査委員 吉 田 正 己 

同       山 下   稔 

政務調査費返還金に係る利息相当額の徴収を怠る事実に関する住

民監査請求の監査結果について 

第１ 請求の受理 

１ 請求人 

住所・氏名 省略 

２ 請求書の受付 

平成２３年９月１日 

  ３  請求の要旨（原文） 

別紙事実証明書（平成２３年８月１０日付け領収済通知書写しおよび菰

渕将鷹議員作成の政務調査費金銭内訳票写し(注)事実証明書については省

略した。）の記載によると，高松市長は，菰渕将鷹議員の平成２２年度の政

務 調 査 費 が 違 法 に 支 出 さ れ た こ と を 知 っ て ， 当 該 違 法 支 出 分 ５ ８ 万 

８，６００円の収納をしたにもかかわらず，利息相当額の返還請求を違法

に怠っているのである。高松市長その他の補助職員は，本件違法支出 分 

５８万８，６００円相当の茶菓子代の公金支出は，返戻前から政務調査費
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に係る地方自治法第１００条第１４項に規定する「調査研究」に該当しな

い違法な公金支出であることは分かっていたのである。  

適法に支出された公金は高松市公金会計に返還することは不可能である

から，本件返還に係る茶菓子代５８万８，６００円の公金支出が違法で  

あったことは言うまでもない。  

結局，高松市長は，本件５８万８，６００円の支出が違法な公金支出で

あることを知って公金会計に収納したのであるから，５８万８，６００円

に対する利息相当額の金員を請求する必要があるにもかかわらず，その返

還 請 求 を 違 法 に 怠 っ て い る の で あ る 。 本 件 怠 る 事 実 は ， 地 方 自 治 法 第  

２４２条第１項に規定する違法な怠る事実に該当するものである。  

よって，本件請求人は，高松市監査委員が，上記の違法な怠る事実につ

いて責任を有する者に対して，当該違法な怠る事実に係る損害の補てんを

求めるほか，「必要な措置」をとるよう高松市長に対して勧告することを求

める。  

４ 請求の要件審査 

   本件請求は，法第２４２条所定の要件を備えているものと認めた。 

 

第２ 個別外部監査契約に基づく監査の請求とこれに対する措置 

 １ 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求

める理由（原文） 

住民監査請求の分野においては，従来の監査委員の制度は全く機能して

おらず信用できないので，個別外部監査契約に基づく監査を求める必要が

ある。 

２ 高松市（以下「市」という。）長に法第２５２条の４３第２項前段の規定

による通知を行わなかった理由 

  本件請求の監査を行うに当たっては，監査委員に代わる外部の専門的知

識を有する者を必要とするような特段の事情があるとは認められず，むし

ろ，監査委員の監査による方が適当であると判断したことによるものであ

る。 
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第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項等 

本件請求に係る監査対象事項は，市が，市議会議員（以下「議員」とい

う。）菰渕将鷹（以下「当該議員」という。）に交付していた平成２２年度

分政務調査費のうち広報費の湯茶代として支出した金５８万８，６００円

（以下「本件返還金」という。）の返還を受けながら，これに対する利息相

当額の遅延損害金を徴収していないことが，財産の管理を怠る事実に該当

するか否かという事項である。  

そして，その措置請求の内容は，上記遅延損害金の徴収を怠る事実に責

任を有する者に対し，これによる損害を補てんさせるなど必要な措置をと

るよう市長に勧告することを求めるというものである。  

なお，監査委員は，法第２４２条第６項の規定により，請求人に対して，

平成２３年９月２６日に，証拠の提出および陳述の機会を与えたが，請求

人からは新たな証拠の提出はなく，陳述も行われなかった。 

２ 監査対象部局 

本件監査対象部局は，市議会事務局総務調査課および総務部総務課であ

る。 

  

第４ 監査の結果 

本件請求について，監査委員は，合議により次のとおり決定した。 

本件請求は，措置請求に理由がないものと判断する。 

以下，その理由を述べる。 

 １ 監査により認められた事実 

   監査は，関係書類を調査するとともに，監査対象部局の職員から事情聴

取するなどの方法により実施し，その結果，次の各事実を確認した。 

(１) 市における政務調査費の交付とその返還に関する条例等の規定 

政務調査費の交付に関して，法第１００条第１４項は，「普通地方

公共団体は，条例の定めるところにより，その議会の議員の調査研究

に資するため必要な経費の一部として，その議会における会派又は議

員に対し，政務調査費を交付することができる。この場合において，
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当該政務調査費の交付の対象，額及び交付の方法は，条例で定めなけ

ればならない。」と規定した上，同条第１５項では，「政務調査費

の交付を受けた会派又は議員は，条例の定めるところにより，当該

政 務 調 査 費 に 係 る 収 入 及 び 支 出 の 報 告 書 を 議 長 に 提 出 す る も の と

する。」と規定している。  

市が，法の上記規定を受けて制定した高松市議会政務調査費の交付

に関する条例（以下「条例」という。）および条例施行規則（以下「規

則」という。）における政務調査費交付に関する規定は，次のとおり

である。  

政務調査費は，交付の対象を議員とし（条例第２条），交付額は，各

月の初日に在職する議員に対し，月額１０万円とする（条例第３条）。

各議員は，毎年度，当該年度において交付を受けようとする政務調査

費について，議長を経由して，政務調査費交付申請書を市長に提出し

（規則第２条），市長は，当該申請に対し交付の決定を行い，政務調

査費交付決定通知書により当該議員に通知する（規則第３条）。通知

を受けた議員は，市長に請求書を提出し（規則第４条），市長は請求

書を受け，４月分から９月分および１０月分から３月分をそれぞれ４

月と１０月に交付する（条例第３条）。  

前記交付を受けた議員は，規則で定める使途基準に従って，政務調

査費を使用しなければならず（条例第４条，規則第５条および別表），

議員でなくなった場合を除き，毎年４月３０日までに，前年度の交付

に係る政務調査費について，収支報告書に領収書等の証拠書類写しを

添え，議長に提出しなければならない（条例第６条および規則第６条）。 

また，議員は，交付を受けた政務調査費による支出について会計帳

簿を作成し，領収書等の証拠書類とともに，５年間保存しなければな

らない（規則第８条）。  

そして，議長は，議員から提出された収支報告書の写しを市長に提

出する（規則第７条）とともに，議員から提出された収支報告書等を

５年間保存しなければならない（条例第７条）とされている。  

一方，政務調査費返還に関する規定であるが，議員でなくなった場
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合を除き，交付を受けた政務調査費の総額から残余が生じた場合は，

当該残余の金額に相当する政務調査費を市長に返還しなければならな

い（条例第５条第２項）とされているものの，条例，規則，他の例規

においても，それ以外に返還に関する規定はなく，政務調査費返還金

に対して利息などを徴収することについても規定されていない。 

(２) 平成２２年度の当該議員に対する政務調査費の交付状況とその収支

報告等の状況 

当該議員は，平成２２年度の政務調査費の交付について，(１)で述

べた規定に従い，議長を経由して，市長に対して年額１２０万円の政

務調査費交付申請書を提出し，市長は，申請どおり年額１２０万円の

交付決定を行い，当該議員に交付決定を通知した上，当該議員からの

交付請求を受け，当該議員に対し，４月と１０月にそれぞれ半年分の

６０万円を交付している。 

そして，当該議員は，平成２２年度に交付を受けた政務調査費につ

いて，平成２３年４月２８日に，領収書等の証拠書類写しを添えた政

務調査費収支報告書を議長に提出しており，その内容は，交付を受け

た政務調査費に残余はなく，交付確定額は１２０万円であった。 

(３) 当該議員が本件返還金を市に返還するに至った経緯・理由とその事 

務処理状況 

政務調査費に残余が生じた場合は，(１)のとおり，条例第５条第２

項の規定により，当該残余の金額に相当する政務調査費を市長に返還

しなければならないとされている。  

当該議員は，(２)のとおり，平成２３年４月２８日に議長に提出し

た収支報告書では，平成２２年度政務調査費に残余はなく，交付確定

額は１２０万円であったが，同年８月９日に，議長に，広報費の湯茶

代として計上していた市政報告会参加者に提供したお茶および菓子代

に係る金額である５８万８，６００円を除外した政務調査費収支報告

書訂正願を提出し，同月１０日にそれに相当する金額を市長に返還し

ている。  

その返還理由としては，平成２３年１０月７日付け高松市監査委員
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告示第１９号の監査結果で明らかにしたとおり，当該議員は，当該湯

茶代を政務調査費から支出することの違法性を認めた結果ではなく，

その支出が新聞記事に掲載され，これを購読した市民に選挙活動の一

環ではないかとの誤解を与え，混乱を生じさせた責任を果たすために

返還手続をしたにすぎないものであり，市は，これを確認して，本件

返還金を平成２３年度一般会計歳入における諸収入として，同年８月

１０日に受納している。  

(４) 本件返還金の受納とこれに対する遅延損害金に関する市の認識と対

応 

市は，当該議員が，本件返還金を広報費の湯茶代として計上したこ

とについて，市政報告会で提供する湯茶代は，政務調査活動の経費と

して規則第５条別表で定める使途基準に示されていること，各市政報

告 会 に 出 席 し た 者 の 延 べ 人 数 で 割 っ た 一 人 当 た り の 平 均 金 額 は 

２９０円と高額とは言えないこと，平成１６年４月１４日の東京高等

裁判所の判決においても，広報費を政務調査費の使途基準の一つとし

て規定することは違法とは言えないと判示していることなどから，違

法な公金支出の事実はなく，本件返還金の支出は，法および法に基づ

き定められた条例，規則等により適正に処理されているものと認識し

ている。 

したがって，適法な支出である以上，当然に本件返還金の返還請求

は行っていなかったが，(３)のとおり当該議員の自主的な判断によっ

て，平成２３年８月９日に政務調査費収支報告書訂正願が提出され，

同月１０日に本件政務調査費相当額の返還金を受納したまでであり，

当該返還金に対する利息相当額の請求は不要であったものと認識して

いる。 

 

２ 監査委員の判断 

(１) 当該議員による平成２２年度政務調査費からの本件返還金支出の適 

法性について 

請求人は，この住民監査請求においても，当該議員が政務調査費か
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ら本件返還金を広報費の湯茶代として支出していたこと自体が違法で

あると主張しているが，その適法性・妥当性については，請求人自身

が本件事実と同一の事実を対象として請求した住民監査請求（平成  

２３年８月８日付け監査事務局受付第１４２号）に対する監査結果（平

成２３年１０月７日付け高松市監査委員告示第１９号）において，す

でに当監査委員が適法かつ妥当なものであると判断しているので，一

事不再理の原則に従い，改めてその判断を示さず，それが適法かつ妥

当なものであるとの判断を踏襲するのが相当であると思料するもので

あり，請求人の上記主張が失当であることは論を待つまでもなく明ら

かである。 

  (２) 市が本件返還金に対する利息相当額の遅延損害金を徴収していない

ことの当否について 

請求人は，市長が，当該議員に交付していた平成２２年度分政務調 

査費のうち本件返還金が違法に支出されたことを知って，当該違法支

出分の返還を受けたものであるから，本件返還金に対する利息相当額

の遅延損害金を請求する必要があるにもかかわらず，その請求をして

いないことは違法であると主張しているので，本件返還金に対する利

息相当額の遅延損害金を徴収しないことの適否について検討する。 

当該議員が本件返還金を市に返還したことについては，「監査により

認められた事実」(３)で明らかにしたとおり，当該議員が，市政報告

会における湯茶代として，平成２２年度分政務調査費から本件返還金

を広報費の湯茶代として支出したことの違法性を認めた結果ではなく，

その支出が新聞記事に掲載され，これを購読した市民に選挙活動の一

環ではないかとの誤解を与え，混乱を生じさせた責任を果たすため，

自主的な判断によって返還手続をしたにすぎないものと認められる。  

これに対し，市は，「監査により認められた事実」(４)で明らかにし

たとおり，本件返還金の政務調査費による支出は，法および法に基づ

き定められた条例，規則等により適正に処理されているものと認識し

ていたものの，当該議員から平成２２年度分の政務調査費収支報告書

訂正願が提出され，同年度に当該議員に支出した政務調査費に残余が
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生じたものとして，条例第５条第２項の規定に基づき，当該議員から

本件返還金相当額が返還され，これを受納したまでのことである。   

この点に関連して，請求人は，適法に支出された公金は市公金会計

に返還することは不可能であるとも主張しているので付言するに，政

務調査費の交付を受けた議員が，使途基準を逸脱するなどして違法に

これを支出している場合は，市がその返還を請求し，これを回収する

ことができるのは当然であるが，その支出が適法・妥当なものであっ

ても，議員の判断により，これを受領している政務調査費に計上せず，

自己資金で賄うこととして返還することは自由であり，市がその返還

を受けることにも何ら支障はなく，不可能ではない。そして，本件返

還金の返還手続については，所定の規定に基づき適正に処理されてい

るものと認められ，当該議員が本件返還金を返還したことの一事を 

もって，直ちにその支出が違法なものであり，市はその違法性を認識

していたものであるとする請求人の主張は，短絡的思考に過ぎて相当

ではなく，失当であると言わなければならない。 

そして，本件返還金に対する利息相当額の遅延損害金を徴収してい

ないことについて，市は，本件返還金は適法な支出であるものの，当

該議員の自主的な判断により返還したものであり，これに対する利息

相当額の遅延損害金の請求は不要であるとしているが，遅延損害金は，

そもそも金銭債権において履行遅滞の債務不履行があった場合に，履

行期が経過したことによって，債務者が損害賠償として法律上当然支

払わなければならない金銭であり，本件返還金は，当該議員が，法律

上返還すべき債務はないものの，前記事情から自主的に返還したもの

にすぎず，市がその返還を請求し得る債権を有するものではなく，履

行期も関係ないので遅延損害は生ぜず，市が本件返還金について利息

相当額の遅延損害金を徴収しなかったことは当然であり，何ら違法な

ものとは言えず，市に損害を与えたものとは到底認められないので，

請求人の上記主張には何ら理由がないものと言わなければならない。 

 

以上，検討のとおり，市が本件返還金に対する利息相当額の遅延損害金
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を請求しないことは当然なことであり，財産の管理を怠る事実に該当しな

いと判断されるので，請求人の主張はいずれも理由がなく失当である。  

よって，本件措置請求には理由がないものと判断する。 


